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いての実証研究としては，スコットランドにおける水質汚濁規制をとりあげたKirk, Reeves, & 
Blackstok（2007）がある。また，Cole & Grossman（1999, 923-924）は，アメリカの1970年大気
浄化法（the Clean Air Act of 1970）が直接規制（command-and-control）に重点をおきすぎて
いることが関係者に広く認識されながらも1977年の改正時に経済的手段などが導入されなかったこ
とを説明する要因のひとつとして，経路依存性をあげている。
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論がなされてきた（Stalley2013; Pauw et al. 2014; 箭内2014; Lee2015）。そのな
かで，CBDRはストックホルム会議以来，中国が途上国と協調して地球環境外交
を進めるなかで，途上国の利益を守るための原則として確立してきたこと
























































2010, 469; 曲・彭2010, 206）と訓示したとおり，当時から各地で深刻化しつつ


























































































































































コーミック1998, 234; 横田2002, 107）。なおウィーン条約は1988年に，モントリ
オール議定書は1989年に，それぞれ発効した7。
6　1974年にリチャード・ストラルスキとラルフ・シセローンが，アメリア航空宇宙局のロケットから



























7　UNEP ozone secretariat website at https://ozone.unep.org/ozone-and-you（2020年1月26日
アクセス）
8　新たな規制物質として5種類以外のCFCと四塩化炭素を2000年までに，メチルクロロフォルムを
2005年までに段階的に削減するとされた。条約文書についてはUNEP ozone secretariat websiteを
参照。
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境センター（Regional Environment Center for Central and Eastern Europe）は，民主主義の促
進と環境保護を結び付けるために設置された国際機関である。



























3　民主主義と環境問題の関係に関する懐疑論は1970 年代にさかのぼる。政治思想研究の William 



































































の副題を「全面的権力の比較研究」（Comparative Study of Total Power）とした。
治水という事業が，水をめぐる国家と民衆の協働を契機として，いかに全面的で
無慈悲な権力につながっていくのかを論じたのである（Wittfogel 1957）。彼は，




































































































































































































（出所） How China is cleaning up its air pollution faster than the post-
Industrial UK By Thomas Stoerk/Bio/Published: May 17, 2018.
http://blogs.edf.org/markets/2018/05/17/how-china-is-cleaning-up-
its-air-pollution-faster-than-the-post-industrial-uk/






















































































































































国土面積の５％が取引対象地になっているという（Schönweger et al. 2012）。こ
のように，東南アジアの後発諸国では，自然を資源化するおもな担い手は，中国
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生生物調整法（Fish and Wildlife Coordination Act: FWCA，1934年制定）の修
正法案として上程されたものであった（及川2003, 108）。そのため，Andrews
（2006, 174）などの主要な先行研究においても，FWCAはNEPAの「直截的な














































































































題意識は，広く共有されはじめており（Maher 2008; 寺尾 2013; 2015; 喜多川 2015; 西澤・喜多
川2017），本章はそうしたベクトル上の一研究とも位置づけられよう。
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2-2　Udall vs Federal Power Commission 事件
　FWCAを引用しながら，ダム開発に実質的なストップをかけたのが，1967年
のUdall vs Federal Power Commission事件判決である（以下「ユーダル事件
判決」という）7。この事件では，ダム設置認可の適法性が問われた。ダムを設置
するには，1920年連邦電力法（Federal Power Act）に基づき，連邦動力委員会

















7　387 U.S. 428 （1967）




beneficial public uses, including recreational purposes）を目的とする総合











ねばならないことは明白である（Certainly the wildlife conservation aspect 










8　387 U.S. at 444 （1967）.








3-1　Zabel v. Tabb 事件
　NEPA の制定後に，初めてFWCAの適用問題にかかわる判断を行ったのが，

















9　430 F. 2d 199 （5th Cir. 1970 cert. denied, 401 U.S. 910 （1971）.




























10　339 F. Supp. 1375 （W.D. Tenn 1972）.



























11　Citizens to Preserve Overton Park v. Volpe, 401 U.S. 402 （1971）.

























考慮する（automatically take into consideration）ことになろう。被告に対
して，ふたつの法律［への服従］を別々に要求するのは不合理である」
　という見解を示したのである13
12　Environmental Defense Fund v. Corps of Engineers, 325 F. Supp. 749 （E.D. Ark. 1971）, injunction 
dissolved, 342 F. Supp. 1211, affirmed, 470 F. 2d 289 （8th Cir. 1972）.
13　325 F. Supp. 754.





Defense Fund v. Froehlke, 473 F. 2d 346 （8th Cir. 1972）; Country of 
Trinity v. Andrus, 438 F. Supp. 1368, 1383 （E.D. Cal. 1977）; Save Our 
Sound Fisheries Ass’n v. Callaway, 387 F. Supp. 292 （D.R.I. 1974）; 
Cape Henry Bird Club v. Laird, 359 F. Supp. 404 （W.D. Va.）, aff’d, 484 



















14　736 F 2d. 262 （5th Cir. 1984）.
15　736 F 2d. at 268 （1984）.

































のバーモント・ヤンキー事件判決（Vermont Yankee Nuclear Power Corp. v. 

























16　435 U.S. 519, 558 （1978）.
17　435 U.S. at 558 （1978）.















































Biological Diversity v. National Highway Traffic Safety Admin., 508 























4 4 4 4 4
から，そうした価値へ影響を及ぼす開発行為の代替案の発案・













4 4 4 4 4 4 4
という代替案のカテゴリーだけではなく，「環境の観点から好
4 4 4 4 4 4 4 4
ましい代替案か・そうではない代替案か






































刊 環境問題の行方 新世紀の展望2』有斐閣 332-337.
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　 地 球 懇 が 発 表 し た 報 告 書 を ふ ま え て， 国 連 環 境 計 画（United Nations 
Environment Programme: UNEP）管理理事会特別会合11にて行った日本政府の
提案が，国連の特別委員会である「環境と開発に関する世界委員会」（World 





























































興基が記したものをあげることができる（田中 1981, 1982; 中島 1981, 17）。一方，
学術的な文献のなかで，1980年から1982年に至る初期の地球懇について言及し
ているものはわずかである。宮田（2011, 135-138）は，1980年に発表された地
































8-14）以外にはわずかであり，川名（2016, 1），Ohta（1995, 143），江澤（2006a, 






















しており，その内容は江澤（2006a, 78-79; 2006b, 234）に収められている。
20　たとえば，宮本（2014），新嶋（2015），伊藤（2016），小堀（2017ａ）を参照。なお，小堀（2017a）
は横浜市の飛鳥田市政における公害対策と自然保護の対立の実態を明らかにしている。

























































































































































そのような時期に刊行されたのが，『西暦2000年の地球（原題: The Global 2000 
Report to the President）』であった。同書は，カーター大統領の命を受け，ホワイト


































































































































































































































































































































































球懇（1982）」と称する。なお，英訳されたその報告書はAd Hoc Group on Global Envi ron-
mental Problems（1982）である。
56　原文兵衛の環境庁長官在任期間は，1981年11月30日から1982年11月27日である。
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